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達 雄
1. はじめに
政府の財政活動をその収支両面にわたって総合的に把握できるような共通の
分析枠組みが未だ存在していないことは，この分野の研究者にとってよく知ら
れていることである。租税理論と公共支出理論の接続部分が，現状では余りに
抽象的な形で組み立てられているために，それぞれに有意義な両分野での研究
が全体の中での位置付けを不明としたままに終わることが多いように思われ
る。あるいは，プレナンたち（〔2〕）の指摘するようにそれぞれの分析手法とア
プローチの姿勢に見られる不協和音が解消されずに残っていると言うこともで
きよう。彼らの論文の動機となっているそうした印象をいっそう端的に表現す
ると，租税理論においてしばしば前提される税収一定の仮定が非常に受動的な
政府行動を想起させるのに反して，公共支出理論においては支出の規模と構成
に対して積極的に意志（政府自体あるいは選挙民の）を貫こうとするもっと能動的
な政府行動が想定されているのである。プレナンとブキャナン（〔3〕）は，同様
の認識に基づいて租税理論の採用する税収一定の想定とは対極に位置する政府
行動，すなわち税収最大化行動をとる政府を議論の前提に据えた。プレナンと
プキャナンの仕事は，独特の迫力で，単にこれまでの財政論に欠けていた視点
を記述的に提示しただけではなく，従来とは異なる前提の採用がもたらす理論
的帰結をかなり包括的に分析してみせた。
上のいずれの文献も，分折的に完成された一つの形を示す意図から生まれた
ものではなく，既存の研究に欠けている要素が経済学の基礎を用いていかに取
り込まれうるかの例示と考えられる。従ってその分析手法が余りに単純である
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と言って批判するのは，決して的を射たものではない。しかし，そうした印象
がもたれることも事実であって，われわれは彼らよりも若干進んだ分析技術を
用いて，彼らと同じ方向での総合的な財政理論を作り上げようとする。この考
察では，とりわけ効率的な税制と税収規模の問題という彼らの中心とした部分
にだけ焦点を合わせることとする。比較的簡単な分析枠組みにおいて種々の興
味深い財政問題がいかに処理可能となるかは， 文献〔4〕において示されてい
る。ここでもそのモデルに即して議論が展開されるが， 2種の税が消費税と雇
用税（源泉徴収型の所得税）とされ，直接税と間接税の組合せである点が〔4〕と異
なっている。また，〔 3〕で展開されているような効率性に基づく税制改革に対
する批判が，いくぶん誇張気味に一つのポイントをとらえてなされたものであ
ることを指摘するだろう。
2. 単純な市場均衡モデル
消費者（消費税の納税者）は， 労働市場で労働を供給し， 財市場で財を需要す
る。それぞれをが，功で表し，財価格（税引き）を 1とするような実質化を行
い，消費者の効用関数を次のように仮定しよう。
元ー (l+t1)x1+Wが +B(功，討）
ここで B関数は財の消費便益と労働供給の不効用を評価するものであり，
所与の実質貨幣残高元から消費税率 f1を考慮した税込み消費支出のコスト
が引かれ， これに賃金率 W で得られる労働所得の便益が加えられている。す
なわち，われわれは実質所得 m>Oが
m=mー (l+t1)xげ W討
で定義されるときにこの mに関して線形の効用関数
m+B(功，討）
を仮定する。準線形効用関数と呼ばれる上の効用関数がもつ便利な特徴を以下
で活用していくだろう。所与の価格 l+ti,wのもとで効用を最大にする財需
要功(1+t1, w) と労働供給 x2•C1+ti, w)は，そのための限界条件
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B1Cx1Cl+t1, w), xz'(l+t1, w)=l+t1 (1) 
B2(X1(l+t1, w), ダ2'Cl+t1,w))=-w (2) 
から求められる。ここで関数記号に添えられた数字は，その順番にあたる変数
で偏微分することを意味している。 (1)と(2)は，消費者の選択が B における限
界代替率を w/(l+t1)とする所でなされることを示している。また， 財需要
と労働供給の選択は， それと共に新規の貨幣残高 m(l+t1,w)の選択を意味
している。それらの間には，会計的関係
Wが(1+t1,w)-(l+t1)x1Cl+t1, w)=m(l+t1, w)=m 
が成立していなければならない。
生産者（雇用税の納税者）は，簡単な線形の生産関数
y=aぷ2d 
(3) 
(4) 
に従って財を供給し労働を需要する。ここで aは一定の限界生産性を示し，
yは財供給量， x/は労働需要を表している。労働雇用 1単位当りの税を t2と
した場合の利潤 y-(w+t2)x召の最大化とコンシステントな税込み賃金率は，
生産性に対して
a=w+t2 (5) 
の関係になければならない。
1次同次の生産関数が前提とされたため， (5)を満たすような税引き賃金率な
らば，いずれも均衡賃金率となりうる。税引きの財価格が 1とされ， 2種類の
税率が政府によって定められるため，市場の需給調整がそのように働くからで
ある。 w=aー ゎを労働供給関数に代入したならば， それはすなわち均衡労働
量でもあるこ．とから，それを
x2Cl +t1, a-t2) =が(1+tr, a-t2) 
と記そう。 w=aー ゎでの均衡生産量 ax(1+t1,aー t2)は，消費者の収支関係(3)
と生産者の収支関係 aん(1+ti, a-t2) = (a-t2)ダ2Cl+t1,a-t2)+t2x2C1+t1, a 
＿わ）つまりゼ・ロの利潤を示す式と合わせて考慮すれば次のようになっている。
玩十ax2C1+ti, a-t2) =功(1+ti. a-t2) +t必 (1+ti, a-t2) 
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+t2ダ2Cl+ti, a-t2) +m(l +t1, a-t2) 
これがすなわち経済全体での需給均衡を表すもので，生産段階での財価格が
1とされたことを思いだしておこう。
これまでの比較的単純なモデルに基づいて，以下では課税ベースおよび税率
に注目した財政分析が展開され，市場機構それ自体は背後に隠されることにな
る。スケジュールとしての効用関数や，可能性として有り得るマイマスの税率
（補助金）も含むような図解がなされるだろう。
3. 税収と超過負担
消費者と生産者を共に含む民間部門全体は，租税によってどれだけの負担を
負うことになるだろうか。これを知る方法は，消費者効用に企業利潤を加えて
その変化を調べることである。しかしわれわれのモデルでは，企業利潤が常に
ゼロになっているため，その方法と単に消費者効用の変化を調べることは同じ
ことになる。まず， 市場を均衡させるような財消費量， 労働需給量が， x2•=
x/=x2と置いた消費者効用の式
元一ti功一t2xけ {B(ふ， X2)一功+a叫．
=m一t1ふ一t2X2+U(功， X2)
の最大解であるのに注意しよう。これから先で U効用と呼ぶことにする U
（功， X2)が， 上の式で B(功， X2)ーダ1+ax2として定義されている。所与の税
率に対して上式を最大にするふCt1,わ）と X2(t1,t2)は，．微分条件
t1=U1知(ti,t2), ダ2(t1,t2) . (6) 
ゎ＝砧Cx1Cti,わ），ダ2Ct1,t2) (7) 
から求められるが， U効用の定義からこの条件は，先の市場均衡条件(1),(2), 
および(5)と同じものとなっている。従ってわれわれは，先に予告したように，
市場機構の作用を背後に隠している(6)と(7)に基づいて財政分析を進め．ていくこ・
とができるようになった。 (6)と(7)に陽表的に現れる変数が， 2種類の税率とそ
れらが適用される 2種類の課税ベースという財政変数だけであるのに注目しよ
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う。その(6)と(7)は， 市場均衡解に対応する課税ベースの解が U効用に関する
無差別曲線と接し， その接線の傾きが一ta/tiとなること， つまり U効用に
関する限界代替率が税率比ゎ/tiであることを示している。
課税がなされない場合の均衡値を X1°,X2°, m0 とすると，前節の経済の需
給均衡式からわかるように， a幻o=X1o+mo―元となっている。このときの消
費者効用プラス利潤 m+U(功0,X2°)=m+B(功o,X20)が課税によってどれだ
け低下するかみてみよう。ある税率 ti,t2に応じて(6)と(7)から功(ti,ta), X2 
(ti, わ）が定まると， この均衡値における消費者効用も定まる。従って課税の
結果，消費者効用は
t1X1 (ti, t2) +t2X2Ct1, 12) + {U(功0,X2°)-U知 Ct1,t2), X2(t1, わ））｝
だけ低下する。この式は，租税負担が，税収とそれを超えて存在する超過負担
の和に等しいことを直接かつ明瞭に示すものである。ここで超過負担は， U効
用の低下として表現されている。所与の税率 ti,t2に対して定まってくる効用
プラス利潤が， Xi(ti, わ）， X2Ci1,t2)において最大となることも明らかである。
言い替えると，民間部門の負担を最小化するという意味で市場機構は常に効率
的に機能している。たとえそうであっても，市場において与件とされた税率体
系が効率的である保証はまったくなく，効率的な税体系が財政分析で追求され
る一つの重要目標として掲げられることとなる。
代表的家計の想定という点について一言すれば，前提とされた消費者効用関
数およびそれより得られる民間部門負担の指標が明らかにゴーマン型の間接効
用関数（税率を変数とした）をもっため，集計化に何の問題も生じない。従って
われわれは，消費者効用の低下で示される民間部門の租税負担が各消費者の被
る租税負担の合計であると述べることができる。さらに，労働供給および財消
費も各消費者の対応する変数の合計量となり，しようと思えば現在のマクロ分
析をそのミクロ的基礎から開始することもできたのである％
1)そうしたミクロ的分析は， もっぱら主体的均衡についてではあるが〔4〕において検討
されている。
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4. 効率的な税体系と税収規模
記号を簡略化する列ベクトル表示でt=(ti, tz)', x= (功， X2)'とし， これら
の内積を t・Xと記すことにしよう。また，便益関数Bの限界便益が線形であ
ると単純化し U効用関数を次のように特定化しよう。
U(x) = U(x0)-(1/2) {a1 (x, ーが）2+2年 (x,―町）Cx2ー Xz0)
+a22年ーが）り
ここで xo=(功o,X20)', また行列
A=[::: :::] 
はau>O,a22>0, ail-a呼 22<0のような正値定符号行列とする。この逆行列
A-1も正値定符号行列となっている。係数行列を A とする内積（が田）A が
が'Aがで， また係数行列を A とする加重ユークリッド距離の 2乗 Iが一炉l¥2A
が（が一が）'A(が一が）でそれぞれ定義される。公共選択論における投票理論
との接続が見やすいことと，距離という直感に訴える観念の便利さから，以後
このような表記法を採用していく。ベクトルと行列さらに加重ユークリッド距
離によって U効用は
1 U(x) =U(x0)--(x-x0)'A(ダー が）
2 
1 = U(x0) --¥Ix―X0¥2A 
2 
また効用プラス利潤は
元一t・x+U(x)
と簡潔に書けるようになる。関数形のこうした特定化は，部分均衡分析で周知
の長方形の面積 (t・x)としての税収と 3角形の面積[{(x-x0)'A(x-x0)} /2] 
としての超過負担という特性を一般化しているもので，勝手に特殊な関数を仮
定したというものではない。
需要関数と逆需要関数の関係を利用すれば，目的の財政分析は，課税ベース
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平面上でも行えるし，また税率平面上でも行える。数学的にいえば，これら 2
つの手法は双対関係にある。
〔X平面での分析〕
ある税率 tが政府によって定められると，民間部門は需要x(t)を効用プラ
ス利潤が最大となるように選択する。そのための条件(6)と(7)は
t=-A(xーが） (8) 
である。この式は，与えられた税率に対する課税ベース x(t) の決まり方，す
なわち課税ベースに対する民間部門の需要
x(t) =x0-A-1t (9) 
を知らせる式である。しかしそれと同時にそれはまた直接的には， X を選択さ
せるような税率を示しているから， (8)は逆需要関数にほかならない。すなわち
t(x)=-A(xーが） UO) 
として(8)式を見ることができる。課税ベースの平面で，それぞれの課税ベース
を選択したときの税収がどんな大きさになるかは，次の税収関数 T(x)によっ
て与えられる。
Tは）=t(x)・“
= T(x0 /2)-llx-x0 /212 A 
この税収関数は最大値 T(x゜/2)をもち，そのときの税率 F はUO)より
tm=A(x0/2) 
となる。
一定の必要税収を納めるのにもっとも超過負担を小さくするような課税ベー
スの組が選択可能ならば，そのような選択を許す税率は効率的である。このこ
とを課税ベース平面で効率的な課税ベースの組合わせはどんなものかという形
で考えてみよう。これは一定の必要税収を const.(T(x0/2)~const.~0) で示
した X に関する次の選択問題を検討することである。
Minimize {U(x0)-U(x)} 
s.t. T(x0)~T(x)~const.~ 〇
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これは
Minimize lxー がl2A
s.t. T(x゜/2)-const.~llx―“゜/2ll2A~0
を意味し，集合までの最短距離を求める問題となる。この最適化問題の解とし
て特徴づけられる効率的な課税ベースの組は，最大税収をもたらす点が/2と
課税前に選ばれていた点がとを結ぶ線分上にある。なぜならば，まず課税ベ
ース lx0((1<2l<2)を通る等税収曲線 T(x)= T(Ax0)の点 lx0における接
線 (x―iがllx0-x0/2)A =Oが， 同じその点を通る等超過負担曲線 U(x)=
uoが）の点 lx0 における接線 (x―AX0I lx0-x0)A =O と一致することが容
易に確かめられる。次に，このような共通接線という特徴はないが，最大税収
に対応するが/2は，上記の最適化問題で制約となる税収の大きさ const.が
T(が/2)に与えられた場合，制約を満たす唯一の点となる。それゆえ，問題の
解は自動的に x0/2となる。最後に，一定税収が 0のときには XOが同様に自
動的に解となる。こうして最大税収をもたらす課税ベースもまたひとつの効率
的な課税ベースと考えられるようになる。この最大税収をもたらす課税ベース
を
が'=x゜/2
と表そう。
（税率平面での分析）
需要関数(9)を用いて，税率の関数として税収関数 T*(t)を考えれば
T*(t)=t・x(t) 
=t・x゜ー ltl2A―
となる。ここで ltl2Aー は A-I係数とする加重ユークリッド距離の 2乗 t'A-1t
のことである。税収を最大にする税率 tmは税収関数 T*を微分してゼロと
おき
tm=A(x゜/2)
と求められる。したがって課税ベース平面上の xmと税率平面上の F の間に
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は，『=Axmの関係がみられる。この tmを使って税収の式を変形すると
T*(t) = T*(tm)-llt-t叫J2A一 (1)
関接 U効用関数を U*とすると，これは需要関数(9)を U(x)に代入して
1 U*(t) = U*(O)--lltll2A-
2 
となる。繰り返せば，ある一定の税収をあげる税率の組の中で超過負担を最小
にするものは効率的な税率体系といわれる。その効率的な税率の組を組徴づけ
た最適化問題を税率平面で述べれば，それは次のようになる。
Minimize {U*(O)-U*(t)) 
s.t. T*(tm)~T*(t)~const.~0 
あるいは
Minimize ltlな
s.t. T*(tm)-const.~llt-t叫以一 ~o
ゼロの税収は t=Oで生じ，また最大税収 T*(tm)はt=t'"でもたらされる。
一定とされる税収がそれらの中間の場合に対応する効率的な税率の組は，税率
平面の原点と tmを結ぶ線分によって与えられることとなる。なぜならば，前
の検討結果と同様に，税率体系 i『(0<,1<1)を通過する等税収曲線 T*(t)= 
T*(,1tm)のその点における接線 (t-,l『J,ltm-『）A-=Qが， 同じ点 ,lt'"を通
る等超過負担曲線 U*(t)=U*(,l『)の籾”における接線 (t-At叫ば")ぷ=0
と一致するからである。 ここで内積の添え字 Aー は係数行列 A-1に関する内
積であることを示す。
5. 税制改革と税収規模
U*(O)に適当なだけ近い間接 U効用値のある値を選び，そのような値が 1
であるとしよう。ここで適当なだけ近いという意味は，以下の考察にとって十
分なだけ近くということであり，その値を仮に 1としてみるのである。このよ
うに想定してみても議論の一般性が失われないことは，以下の考察の性格が示
している。正象限内の U*(t)=lを満たす点をパラメータ表示するのに，その
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ような点から点 tnまでの係数 A-1に関する距離¢ をパラメータとして採用
しよう。そのとき
fi = !It'" -t(fi)『A―
1 U*(t({i)) =U*(O)--llt(/i)ll2A-=1 
2 
t, 
R, 
(12) 
(13 
が¢ と U*(t)=1上の対応する点 t({i) を関連づける 2条件となる。図から
も明らかなように，この対応づけは 1対 1ではないが，扱っている点をどちら
かに固定さえすれば分析に支障はない。
次に，非負のパラメータ aを用いて t({i)および原点を通るレイを at({i)
とパラメータ表示しよう。するとU3lから
a2 
U*(at(fi)) = U*(O)--lt(/i)『A―
2 
=U*(O)ー が{U*(0)-1) U4l 
が得られ，これが¢ に依存しないこと， a=Oにおける最大値 U*(O)から a
の増加と共にその間接効用値が逓減していくことがわかる。
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さらに税収と a および¢ の関係を調べると，まず
T*(t(/3)) =t(/3)・x゜―lt(/3)12A― 
=t(/3)・x゜ー 2{U*(0)-1} 
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U5) 
が成立ち，UlとU2lからこれが T*(tm)-/3でもあることに注意しよう。それゆ
ぇ
t(P)・“゜=T*)tm)+Z{U*(O)-l}-p
となり， U5)より
T*(at(P)) =at(P)・ゲー 2が{U*(0)-1}
が得られる。 UB)式の a倍をこれに代入し
T*(at(P)) =a[T*(tm) +2 {U*(0)-1} -p]-2が{U*(0)-1}
が求められる。こうして得られた aの2次式は， aが
am= T*(tm)+Z{U*(O)-l}-P 
4{U*(0)-1} 
のときに最大値
T*(amt(P)) = [T*Ctm)+2{U*(0)-1}-P]2 
8{U*(0)-1} 
(16) 
をとる。上の 2式から Pが小さいほど心および T*(amt(P))が大きくなる
ことも知られる。さらに， u~より amが大きいほど U*(a力CP))が小さくな
ることも指摘できる。
税率平面の正象限で原点から発する同じレイ上にある税率の組は，ひとつの
同じ「税制」に属する税率体系であると考えてみよう。そのとき，先の帰結は
同一税制上で 2つの税率（直接税と間接税）を比例的に引き上げる形で増税して
いくと，初めのうちは税収が増大するもののやがてある最大税収に到達してし
まうことを述べている。さらに税率を引き上げれば今度は，税収が減少してい
くこととなる。この現象は，ラッファー曲線の名でよく知られているものであ
る。次に，原点から発する異なる 2つのレイ凡と R2つまり異なる 2つの税
制を取り出して比較してみよう。先の分析結果は，この 2つのレイのうち，原
点と全体の中の最大税収をもたらす税率 Fを通るレイに近い方（図ではR2)が
「効率的な税制」であることも示している。なぜならば，同一税収をあげる税
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率の組を 2つの税制から抜きだしてそれぞれにおける超過負担を比べてみる
と，レイ凡上での超過負担の方が小さいからである。
ひとつの税制内で税収を次第に増加させていくときにもたらされる超過負担
の税収に関する平均的および限界的変化の様子，つまり税制の効率性を測る指
標としての税収 1単位当りの超過負担，さらには税収変化に対する超過負担の
限界的変化のあり方，これらはいずれも今までの等レベル線による図解からは
読み取りにくい性質である。われわれのモデルから得られるひとつの数値例で
ある前の表は，これらの性質につ‘いての典型的特性を示唆する例として有用で
あろう 2)。 4つの系列それぞれについて，左側の列には U*(t(P))=1上の点
t(P) = co.0297694, o. 0885) を通る税制の数字が，右側の列には同じく U* 
(t(P)) =l 上の t(P)= (0. 0937535, o. 0734825)を通る税制（原点と戸を結ぶ
税制）の数字が各々示されている。既に指摘された諸性質，すなわち同一税制
上で税率を引き上げていくと税収は次第に増加していくもののやがて最大税収
に達してしまうこと，効率的な税制（右側のもの）ほどその最大税収が大きいこ
と，税率引き上げに伴って超過負担が増大していくこと，これらが初めの 2つ
の系列から観察できる。税収 1単位当りの超過負担 (EB/T)は，税率引き上げ
に応じて逓増していき，同じ税収で比較すれば相対的に効率的な税制における
方がその値は小さくなっている。税収に関する限界超過負担 (dEB/dT)は，ゼ
ロに近い水準から逓増して（ほとんど）無限大に達する。税収が減少しだすとそ
れはマイナスに転じる。同一税収で比較した場合，税収に関する限界超過負担
もまた効率的な税制において低水準となっている。
6. むすび
一般に行われている効率的な税率あるいは本稿で使用されたような意味での
2)税収1単位当りの超過負担は非効率性係数とも呼ばれ，例えば〔1〕において用いられ
ている。計算では， a11=0.03, a12=a21=0. 01, a22=0. 02, が=(27, 30)', U*(O) = 
1. 2を仮定した。
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効率的な税制の議論は，ある一定の必要税収を得るという前提のもとで超過負
担の相対的な大小を比較する。異なる水準の税収をあげる 2つの税率体系，ぁ
るいは異なる水準の税収をもたらしている 2種の税制は，比較の前提条件であ
る同一税収の想定に反しているので，効率性の観点から両者を比較することが
できない。もしも税収最大化行動を政府がとるとするなら，確かに効率的な税
制ほど最大化された税収に付随する超過負担（厚生費用）もまた大きくなる。ゎ
れわれの分析は，彼らと同様のこの結果をもっと一般的かつ応用性に富んだ分
析枠組みの中で得るのに成功している。すなわちわれわれの場合，最後の性質
として示された¢ が小さいほどかが大きく， a•n が大きいほど U*(O)-U*
（わt(/3))が大きいという事実は，税収最大化行動を政府が各税制のもとでとる
とき（原点から発するレイと等税収曲線の接点の軌跡）， 厚生費用を最大にするとい
う意味では最悪のケースが，もっとも効率的な税制下でもたらされることを明
らかにしているからである。
さらにわれわれの分析は，そうした事実が効率性の銀点からなされる税制改
革への提言に対して必ずしも強い反論の根拠たり得ないことも明かにした。一
層大きな超過負担が， 「同じ大きさの超過負担で一層大きな税収をもたらす」
効率的な税制から生じた場合，最大税収においてもたらされる税収 1単位当り
の超過負担が，効率的な税制において依然として小さいかも知れないからであ
る。もとよりこうした議論は，財政の収入面にのみ注意を払うものである。も
しこのような限定を取り外し，財政支出からの便益と見合った形でなされる財
政規模の決定を視野に取り込めば，参考文献〔2〕で論じられているような内容
はもちろん，〔4〕に示唆されたような極めて財政的な諸問題に対して有効にア
プローチできる分析枠組みが得られることは，容易に想像できることであろう。
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